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ダム貯水池掘削・浚渫土の下流土砂還元や 
有効利用を促進するダム堆砂分級工法の開発

浅　田　英　幸・片　山　裕　之・峯　松　麻　成

ダムが持つ洪水調節や利水等の機能の健全性を保つうえで，ダム堆砂対策は必要不可欠な維持管理項目
である。ダム貯水池の掘削・浚渫工法は堆砂対策として最も一般的であるが，土砂にシルト・粘土等の細
粒分が多く含まれると，置土による下流土砂還元や建設材・養浜材等への有効利用が図り難く対策の障害
となる。「ダム堆砂分級工法」は，掘削・浚渫土に含まれる細粒分および粗礫・夾雑物を粒度分級により
取り除き，品質の良い砂分を抽出する工法である。本稿では，分級システム実機を用いたダム現地分級実
験の成果，分級処理の経済性検討，実装化に向けた取組みや展望について紹介する。
キーワード：  ダム堆砂，分級，掘削・浚渫，下流土砂還元，有効利用，細粒分除去

1．はじめに

近年，気候変動の影響を受けて豪雨による水災害が
頻発化・激甚化している。ダムは洪水時に下流河川の
水位を下げ，万一の場合にも流域の浸水被害を軽減す
るための洪水調節機能を有するのをはじめ，生活用水・
農業用水・工業用水を都市に供給する利水機能，そし
て地球温暖化対策としての再生可能エネルギーを生産
する水力発電機能など様々な役割を担う。こうしたダ
ムの諸機能を健全に維持するうえで，ダム貯水池の有
効貯水容量を安定して確保することが重要な課題であ
り，ダムで捕捉される堆砂を計画的に排除する対策を
継続して実施することが必要となる。
国土交通省が策定した「ダム再生ビジョン」1）では，

既設ダムの機能を半永久的に維持していくとの理念に
立ち，各ダムの堆砂特性等に考慮しつつ早期に堆砂対

策を検討・実施することが望ましいとされている。こ
れは対策の前倒しにより，その技術的難易度や投入コ
スト，環境負荷等を抑制するアセットマネジメントの
考え方に基づくものである（図─ 1 2）を参照）。
堆砂対策の中心をなす排砂工法の詳細分類を図─ 2

特集＞＞＞　河川・ダムの治水対策，維持管理，点検補修

図─ 1　アセットマネジメントの堆砂対策への適用イメージ 2）
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に示す。このうち，ダム堆砂の掘削・浚渫工法は，平
常時に実施可能な最も一般的な排砂工法であるが，対
象土に細粒分が多く含まれると，下流還元材（＝掘削・
浚渫土をダム堤体下流河川に置土し流下させる）とし
ての適性や有効利用先が限定され，堆砂対策推進の障
害となる場合もある。そのため，筆者らは掘削・浚渫土
の粒度特性を改善することにより土砂の品質を高め，
下流還元量の増加や有効利用先の拡大を図ることを目
的とした「ダム堆砂分級工法」の開発を進めている。

2．ダム堆砂分級工法の概要

ダム堆砂を置土として下流土砂還元させる場合，河
床変動の抑制，河床材料の粗粒化改善，生物環境の維
持・保全といった目的に応じた粒度特性を示す土砂を
用いることにより，下流河川の環境改善効果がより高
まるものと期待される。また，掘削・浚渫土に含まれ
る細粒分を除去することにより，置土の固結化防止や
下流還元時の濁りの低減も期待できる。ただし，置土
による下流土砂還元は洪水流を外力とする自然営力の
みを利用する対策行為であり，これに細粒分除去のプ
ロセスを追加することによるコスト増加は，ダム管理
者への負担を増やすことになるため，低コストの細粒
分除去技術の開発が望まれる。
ダム堆砂には分級処理をはじめ，脱水処理，安定処

理，高度処理と段階別の処理方法と様々な有効利用が
検討され，その用途から建設材料，農業利用，窯業利
用，環境利用に区分されることが知られている 3）。開
発中のダム堆砂分級工法は，掘削・浚渫土砂に含まれ
る細粒分（＝粒径 0.075 mm以下のシルト・粘土分）
を機械的に取り除くもので，抽出した砂や礫は，表─
1に示すように下流還元材のほか，骨材，盛土材，ド
レーン材等の建設材料，養浜材等の環境材料として有
効利用が可能となる。細粒分含有率（Fc）が規定値
を満たし，利用ニーズに適した分級土砂であれば，有

価物としての提供が見込めるため，その便益を分級処
理に掛かる費用から差し引くことができる。また，除
去された細粒分を最終的に土砂処分する場合でもその
土量が減容化され，土砂処分場の延命化につながる。
ダム堆砂を対象とした分級検討の事例 4）はこれま
でにもあるが，対象土の土質特性や，確保できる作業
ヤードの広さ，水処理の制約条件等に影響を受けるた
め，対象サイトを選定しての現地実験やケーススタ
ディを行い，分級技術の適用性を十分に確認すること
が望ましい。そこで，「① 広範囲な分級レンジに適用
できる技術」，「② 低コスト技術」，「③ 多様な細粒分
処理技術の提供」を目標に，千葉県・高滝ダムにおい
てダム堆砂分級工法の現地実験を実施した。

3．高滝ダム現地分級実験

高滝ダムは千葉県市原市にある洪水調節と水道用水
等の利水容量を有する多目的ダムである。1990 年の
完成以来，ダム流域の養老川の活発な土砂生産の影響
を受け堆砂が進行している。ダム堆砂対策としての堆
積土砂の掘削・浚渫が行われているほか，試験的な置
土・下流還元の実績も有する。現地分級実験は，高滝
ダム管理事務所の協力の下，写真─ 1に示す上流側
の導流堤上を実験ヤードとして，写真─ 2に全景を
示す分級処理システム実機をセットし，ダム関係者へ
の見学会を兼ねた公開実験として実施した。
分級処理システムは，写真─ 3に示すとおり
10 mm以上の塵芥・礫を除去する前処理として回転
フルイに水洗浄を付加したトロンメル，2 mm以上の
砂礫分を除去する 1次処理に振動フルイに水洗浄を付
加したハイメッシュセパレータ，0.075 mm以上の砂
分を抽出する 2次処理としてサイクロンと水処理を付
加した振動フルイを組み合せ，実験試料量に適した処
理能力 50m3 ／日の分級システムを構築した。なお，
1次処理，2次処理のフルイ工程は網目サイズを変え

表─ 1　利用分野別の用途と土砂粒度範囲の例

利用分野 用　途 粒度
（mm） Fc の規定

環境材料
下流還元材（置土） 10～0.075 5% 程度以下
養浜材（実績例） 75～0.075 8％程度

建材 珪砂 7号代替材 0.3～0.075 18% 程度

地盤材料

埋戻し用砂 5.0～0.075 10% 以下
サンドコンパク
ション用砂 5.0～0.075 10% 以下

サンドドレーン用砂 5.0～0.075 5% 以下
コンクリート
材料 SC細骨材 5.0～0.15 2～10%以下

写真─ 1　高滝ダム分級実験ヤード
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ることで，また 2次処理のサイクロンは処理容量や流
入圧力を変えることで分級レンジを変えることが可能
である。
2次処理を通過した泥水の貯留処理には，写真─ 4

に示す細粒分を凝集沈殿処理する水処理設備を用意し
た。なお，分級過程では土砂解泥用に加水（＝湿式分
級）を行うが，分級後の泥水を水質環境基準に適合し
た PAC＋高分子凝集剤により凝集沈殿させ，その上
水を循環・再利用することで水使用量を抑制したう
え，実験中にダム湖への放流等は行わないようにした。
この実験で選定した分級処理装置の組合せは，いず

れも汎用性があり，安定した稼働実績を持つ機械設備
の基本セットであるため，ダムの持つ様々なニーズに
合わせて，適切な機種・能力・セット数を組み合わせ
ることが可能である。

4．現地分級実験の結果

現地分級実験は日程を分けて，都合 3 回を実施し
た。1回あたり約 10 m3 の土砂を，前処理，1次処理，

2 次処理，水処理の一連の処理工程を連続して行っ
た。また，試験用土砂の粒度分布に偏りが生じないよ
う，実験当日の処理開始前にバックホウで適度に混合
した。
実験結果のうち，2次処理（＝サイクロンアンダー
＋振動フルイ）により抽出された砂分（＝目標分級レ
ンジ；0.075 mm～2 mm）の粒径加積曲線を図─ 3に
示す。予備稼働 2回と本実験 3回を合わせ，得られた
5回分の分級砂の粒度分布はいずれもほぼ等価で，本
システムによる高い分級処理品質の再現性が確認され
た。
分級砂のオーバーカットレンジである 2 mm以上の
含有率はほぼ 0％になっており，目的の性能が確認さ
れた。一方，アンダーカットレンジの 0.075 mm以下
の細粒分含有率（Fc）は目標としていた 10％を概ね
満足した。細粒分については，実験ヤードと水処理の
制約から水洗浄能力がやや不足していたと考えられる
こと，また試験で用いた浚渫土砂が陸上ヤードに一定
期間仮置きされ細粒分の固結が進んでいた点や，木切
れや落葉片が比較的多く混入し，これらに付着した細
粒分を十分に除去しきれなかった点も影響したと考え
られる。
ただし，前出の表─ 1のとおり，一般的な建設材

料としての細粒分含有率（Fc）の規定値は 10％前後
であり，シルト・粘土塊や木片等は，解泥や比重分級

写真─ 4　細粒分を凝集沈殿処理する水処理設備

浄化槽（シックナー）サイクロンオーバー泥水 水処理槽（凝集剤添加）

・分級の過程で土砂解泥のために加水（＝湿式分級）を行う

・2次処理後の泥水中の細粒分を PAC+高分子凝集剤（＝水質環境基準適合品）

により凝集沈殿させたうえ，循環・再利用（＝水使用量の抑制）

写真─ 2　実験用分級システム

写真─ 3　分級処理システムの構成

図─ 3　分級処理土（2 次処理）の粒径加積曲線
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工程を追加・改良することで除去精度を上げることが
できる。全体的には目標とした分級レンジの処理性能
が確認され，要求に応じた粒度品質の土砂を安定して
供給できるシステム構築ができたと考えられる。

5．ダム堆砂分級工法の経済性検討

分級処理によりダム堆砂の下流土砂還元や有効利用
が促進されれば，様々な便益を生む一方で，分級処理
プロセスを追加することはダム堆砂対策コストを増加
させるため，それに係る費用を精度良く把握すること
が，事業の実施・継続判断に不可欠である。本検討で
は，立地条件や堆砂特性の異なる 4 つのダムを対象
に，分級コストと分級装置の配置計画について分析・
評価を行った。
検討対象のA～Dの 4ダムは，いずれも堆砂問題

が顕在化し，貯水池内の堆砂浚渫・掘削工事が長期に
亘り行われている。各ダムにおける堆砂の粒径加積曲
線の一例を図─ 4に示す。分級コストシミュレーショ
ンは，この粒度組成に基づき行った。各ケースの検討
条件を表─ 2にまとめる。分級処理は年間を通じて
行うものとし，各ダムの掘削・浚渫実績または公開さ
れている計画に基づき最大処理土量を設定，その
50％の土量とした場合も検討ケースに加えた。現地分
級実験から，分級過程で発生する余水（泥水）の処理
コストが全体費用に占める割合が大きいことが明らか
となったため，余水処理の有無もケースに反映する。

分級装置は新規購入とし，首都圏内の基地工場からダ
ム現地まで陸送する。検討ケースは全 16 ケース（＝
4ダム×2土量×余水処理有・無）となる。なお，分
級処理装置は現地分級実験と同様のシステム構成と
し，処理土量に応じたセット数を配置するものとした。
分級コストシミュレーションで得られた年間処理土
量と単位m3 当りの処理総コスト（以下，単位処理総
コスト）の関係を図─ 5に示す。各ダム検討条件に
応じ多少のばらつきは見られるものの，処理土量が 5
万～ 28万m3 の間でその増加とともに単位処理総コス
トは減少する。また，同図中に示した余水処理「有り」
に対する「無し」のコスト比は 60％前後となり，こ
れも処理土量の増加とともに漸減する。
表─ 3には単位処理総コスト中の工事比率を示す。
最も割合の高い費目は機械購入費であり，全体の 58
～ 68％を占める。一方で，直接工事費は施工費と仮
設費を合わせて 30％前後となっている。また，単位
処理総コストをイニシャルコストとランニングコスト
に分解すると，処理土量や余水処理の有・無に依らず，
イニシャルコストが約 80％を占めることが分かる。
ただし，本検討では，機械購入費を 1年間の工事に一
括計上しているが，長期運用で設備費を減価償却すれ
ば，年間コストを抑制することが可能である。
続いて，分級処理装置の配置に必要な用地面積を図
─6に示す。ただし，搬入土砂と搬出分級土砂のストッ
クヤード面積は含んでいない。処理土量約 15万m3 ま
では用地面積がほぼ直線的に増加するが，それ以上で
は面積の伸びはが緩やかになる傾向を確認できる。

図─ 4　各ダムにおける堆砂の粒径加積曲線の例

表─ 2　分級コストシミュレーションのケース

ダム名称
年間処理土量
（m3） 余水処理 Fc

（％）
装置運搬
距離（km）

最大 1/2
Aダム 100,000 50,000 有 無 32 10
B ダム 120,000 60,000 有 無 32 390
C ダム 200,000 100,000 有 無 45 130
D ダム 280,000 140,000 有 無 50 330

図─ 5　処理土量と単位処理総コストの関係

余水
処理の
有無

工事費比率（%）
イニシャ
ルコスト

ランニン
グコスト直工・

施工費
直工・
仮設費 電力費 機械

購入費
有り 18～20 8～13 4～6 63～68 79～80 20～21
無し 18～21 10～16 4～6 58～67 77～80 20～23

表─ 3　単位処理総コスト中の工事費比率
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6．分級精度向上と低コスト化に向けて

高滝ダム現地分級実験の結果から本分級システムに
より，一定の分級品質を確保できることが確認され
た。ただし，当初の開発目標達成のためには，変化に
富んだ土質特性を有する様々なダム堆砂への適用性を
高めるとともに，分級フローを集約しシステムの簡素
化を図ることが重要である。中でも細粒分の除去精度
を向上させるには，一定期間陸上に仮置きされ，細粒
分の固結が進行した土砂を十分に加水・解泥してから
分級することが有効である。
現在，写真─ 5に示すようなドラムウォッシャー
を前処理に組み込み，固結した細粒分の解泥効果の確
認を行っている。また，これにより十分に解泥され安
定した濃度の土砂スラリーを分級装置に送ることが可
能となれば，多段階分級からサイクロン付き振動フル
イを中心とする分級工程に集約できるため，設備の簡
素化と分級処理コストの削減に繋がると考えられる。

7．おわりに

2020 年度の時点で国土交通省が所轄する全国 571
ダムのうち，洪水調節容量内への堆砂が進行してるダ
ムは 310 ダムあり，そのうち洪水調節容量の余裕の範
囲（＝2割程度）に収まっていないダムも 16 ダムあ
る 5）。16 のダムとも，既に堆砂対策を実施中あるい
は検討中ではあるが，これら対策緊急性の高いダムに
限らず頻発・激甚化する豪雨災害への備えとして，早
期に堆砂対策に取り組むことがいずれのダムでも重要
と考える。
本工法の適用によりダム堆砂の下流還元や有効利用
が促進できれば，技術的難易度が比較的低い掘削・浚
渫工法は，多くのダムで早期計画・着手が可能な堆砂
対策となり得る。ダム堆砂分級工法の一刻も早い完成
を目指して今後とも開発を続けていく。
なお，ダム堆砂分級工法の開発にあたっては，（一財）
水源地環境センターのご支援・ご指導を頂いている。
ここに記して，感謝の意を表します。
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